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1．研究の目的と背景

本研究は、昨今頻繁にメディアにおいて目にする外国人から見

た日本の製品・サービスの報道における表現に研究の端を発して

いる。具体的には、「日本の醤油がイタリアで注目されている。」

あるいは、「納豆好きなアメリカ人が日本に作り方を学びに来

た！」といった表現に着想を得ている（画像 1）。

このような、「ある国（または国民）に絶賛される（あるいは

嫌われる）〇〇」といった表現について、学術的な分析を通じて

新たなマーケティング領域における理論の構築を行うことを目的

とするものである。
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画像 1　 海外で日本産のビールが、ドイツ産ビールなどとそのおいしさを競っ

ている。

TBS 番組「世界くらべてみたら」（2021 年 12 月 21 日放送より）

本稿では、このようなある国で評価された製品等が持つポジティブ（あるい

はネガティブ）な情報が受け手の消費者に与える影響を「消費国効果（Country 

of Reputation Effects）」（以下、COR 効果）と定義する。また、その効果に

ついて、研究実績のある東西における文化比較（Nisbett, 2004; Nisbett, et 

al., 2001 等）を背景に、自国製品に対しての効果を検証するものである。

本研究の中心的な論点は，日米における COR 効果に関する相対的な違いにつ

いてである。本稿の構成は以下である。研究 1 では、COR 効果について、文化

比較における先行研究を起点に、日米での基本的な差異について議論を行う。

研究 2では、具体的な COR 効果の例としてフィクション記事を用いた日米消費

者が受ける印象について調査を行う。最後の研究3では、それまでに議論を行っ

た日米の文化的相違（相手志向と製品志向）の基礎となる消費者の認知的処理

特性を方向づける主観的 /客観的プライミングという新たな手法の枠組みを提

示することを目的とする。
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2． 研究 1　日米における評価国の違い

2.1　仮説と結果 

日米の消費者にとっては、どのような国の人々から自国製品が評価されるこ

とが望ましいのであろうか。Nisbett, et al.（2001）による Holistic/

Analytic Thinking に依拠すれば、東洋人は物事を包括的に広く捉える一方、

西洋人は、局所的に捉えるとしている。そして、Markus & Kitayama（1991）は、

東洋では、自己が他者と結びついているものと捉え、他者の考えや感情、行動

を考慮して意思決定を行う相互協調的自己観が優勢であり、一方の西洋では、

自己が他者から分離され、自身の欲求や好み、態度と行動の維持を重要とする

相互独立的自己観が優勢であるとされている。自国製品に対する評価を検討す

るにあたり、相互協調的自己や相互独立的自己という自己に対する概念も関わ

りがあると考えられ、相互協調的自己観を持つとされる東洋人は、相対的に集

団での生活をする過程において他者による評価を、相互独立的自己観の西洋人

よりも気にすることが想定される。

Holistic/Analytic Thinking の概念から、日本人は相対的にアメリカ人よ

りも製品に付随する評価者までを考慮に入れると仮定され、また、相互協調的

的 /相互独立的自己観から、自国製品の評価にあたり日本人は相対的にアメリ

カ人よりも評価を気にすると考えられるため、仮説として以下を設定し、その

結果を記載する。

H1:  日本人消費者は、相対的にアメリカ人消費者よりも自国製品が誰から評

価されるかが重要であるため、日米間で、評価されたい国と好ましいと

感じられない国（以下、好ましくない国）との間に差が認められる。【支

持】

仮説を検証するにあたり、インターネットによるアンケート調査を行い、日

本人 192 人、アメリカ人 200 人が参加した。評価されたい国と好ましくない国

（嫌いな国、低能力国、冷たい国）、好ましい国（好きな国、高能力国、温かい

国、高品質国）との相関係数を日米で求め、その差の検定を行った（表 1）。

日米間で、評価されたい国と好ましくない国との間に差が認められた。また、

好ましい国の一部の間においても差が認められた。
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表 1　日米における評価されたい国との各種の国との相関

JP 　　　差US
COR (n=192) 　（絶対値）

好きな国
(n-200)

0.87 ** 0.90 **
嫌いな国

0.03 NS
-0.07 0.11

高能力国
0.18 p＜0.1

0.93 ** 0.96 **
低能力国

0.03 NS
0.15-0.58 **

温かい国
0.73 **

0.56 * 0.81 **
冷たい国

0.25 **
-0.01 0.53 *

高品質国
0.54 **

0.81 ** 0.91 ** 0.10 **
**.  相関係数は 1%水準で有意 (両側 )。*.相関係数は 5%水準で有意 (両側 )。

p<0.1 相関係数は 10% 水準で有意 (両側 )。

3．  研究 2　高能力国、低能力国、温かい国、冷たい国からの自国製

品評価における COR 効果の全容

研究 1では評価されたい国の特徴に違いがみられたため、研究 2では、具体

的な自国製品を設定し、他国から評価されるというポジティブな COR 効果につ

いて、全容の検証を行う。

3.1　仮説と結果

ポジティブな評価によってもたらされる各種の効果について検討する。高能

力と知覚される国の国民がある製品についての性能を担保するような評価や言

質は、情報源効果（Hovland & Weiss, 1951;  Ohanian, 1991）により本来の

知覚品質に加えて更なる品質を担保する原産国効果（Country of origin 

effects［COO 効 果 と い う ］：Gürhan-Canli & Maheswaran, 2000; Hong & 

Wyer, 1989; Johansson, et al., 1985; Maheswaran, 1994; Maheswaran & 

Chen, 2006; Roth & Romeo, 1992）の向上効果が期待されるであろう。COO 効

果とは、それにより消費者が製品の観察不可能な品質について、その出所国に

基づいて推論することができるものである。また、自国製品に対する好意的な
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評価や言質は、相手の評価者に対しての好意的な態度を形成し得えるし、相手

の国に対する感情的好意（Country-related affect［CRA という］：Chen, et 

al., 2014; Verlegh & Steenkamp, 1999）のみならずそれによって自国への好

意も向上する可能性もある。相手国と自国に対する CRA の向上効果である。そ

して、COO 向上効果と CRA 向上効果によって製品への興味の向上効果が期待で

きると考えられる。そして、日本人が相対的に、全体論的に物事を捉え、目の

前の製品を超えた相手からの評価を気にし（相手志向）、アメリカ人が分析的

に物事を捉え、自己が独立的に確立されているとするならば、日本人ほど相手

国からの評価は気にせず、製品そのものに注目する（製品志向）と考えること

ができる。よって、以下の仮説が設定できる。

H2-1:  ポジティブな評価に対して、日本人は相対的に相手国への感想を述べ、

アメリカ人は相対的に製品に関する感想を述べる。【支持】（図 1）

図 1　4カ国評価に対する日米の感想文中の語彙数

**.  相関係数は 1% 水準で有意 (両側 )。

H2-2:  ポジティブな評価に対して、日本人は相対的にアメリカ人よりも自国

製品に対する各国からの評価に基づく製品への興味の向上に対してば
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らつきがある。なお、他国からの自国製品の評価は、自身への価値判

断と結びつきやすいことが想定され、相手志向の日本人は、相互協調

的自己観を背景に、COR 効果による知覚や態度の変容は相対的に大き

いことが想定される。一方の製品志向のアメリカ人は、相互独立的自

己観を背景に、相対的に自己が確立していると考えられ、自国製品が

他国から評価されることでの知覚や態度による変容は相互協調的自己

観を持つ日本人よりも小さいことが想定される。よって製品への興味

の向上効果は、日本においてアメリカよりも大きくなる可能性に留意

する。【*支持】

*  日本における分散と興味の増加がアメリカにおける分散と興味の増加よりも

大きい結果となった（表 2と表 3）。

他国からの評価によって、自国製品の品質は担保され、COO 向上効果が期待

される。また、日米において、その向上効果にも違いがあると考えられる。

H2-3:  ポジティブな評価に対して、日本人は相対的にアメリカ人よりも自国

の COO 向上効果においてばらつきがある。

　 ただし、自国製品への興味と異なり、製品に限定された品質の評価に

おいては、分析的で、自己とは独立した対象に注意を払う製品志向の

アメリカ人における COO 向上効果は、形式的な論理をあまりせず、あ

らゆる要素に注意を払う相手志向の日本人よりも大きくなる可能性に

留意する。【*支持】

*  日本での分散はアメリカより大きく、アメリカでの COO の増加は、日本より

も大きい結果となった（表 2と表 3）。

CRA 向上効果に関して、相対的に相手志向で相互依存的自己観の日本人消費

者と、製品志向で自己が確立されているとみなされる相互独立的自己観のアメ

リカ人では、違いが想定される。

H2-4:  日本において、各国からのポジティブな自国製品の評価によって、相

手国への CRA 向上効果が期待できる。

　 なお、高能力国と温かい国からの評価の差について、相互協調的自己
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観を持つ日本人は、能力の高い相手よりも、協調的な温かさを感じる

相手に対して、より好意を感じる可能性があることに留意する。【*

一部支持】

*冷たい国に対してのみ CRA の増加が認められた（表 2）。

H2-5:  アメリカにおいて、高能力国や温かい国（以下、ポジティブな国）か

らのポジティブな自国製品の評価によって相手国への CRA 向上効果が

期待できる。

　 なお、高能力国と温かい国からの評価の差について、相互独立的自己

観を持つアメリカ人は、温かさを感じる相手よりも、能力の高い相手

に対して、より好意を感じる可能性があることに留意する。【* 一部

支持】

*高能力国に対して CRA の増加が認められた（表 3）。

評価してくれた相手への CRA よりも自国への態度の変容はさらに直接的でな

いため、相手国への CRA よりも態度の変容は起こりにくいと想定され、ポジティ

ブな国からの評価に絞る。

H2-6:  日本において、ポジティブな国からのポジティブな自国製品の評価に

よって、自国への CRA 向上効果が期待できる。

　 なお、高能力国と温かい国からの評価の差について、相互協調的自己

観を持つ日本人は、能力の高い相手よりも、協調的な温かさを感じる

相手からの評価によって、より自国への好意を感じる可能性があるこ

とに留意する。【*一部支持】

*温かい国から自国への CRA の増加が認められた（表 2）。

H2-7:  アメリカにおいて、ポジティブな国からのポジティブな自国製品の評

価によって自国への CRA 向上効果が期待できる。

　 なお、高能力国と温かい国からの評価の差について、相互独立的自己

観を持つアメリカ人は、温かさを感じる相手よりも、能力の高い相手

からの評価によって、より自国への好意を感じる可能性があることに

留意する。【支持】（表 3）
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仮説を検証するにあたり、G20 国の中から高能力国、低能力国、温かい国、

冷たい国の 4か国を設定し、4つの架空のニュース記事を作成 1 した。ニュース

記事の内容は、各国において開催される家電見本市を舞台に、来場者によって

自国製のロボット掃除機が各国の国民性を反映して評価されるといった内容で

ある。また、相手国や自国の CRA の増加を算出するにあたり、評価 4か国のコ

ントロール群として地理情報を記事とした。データの収集においては、インター

ネットによるアンケート調査を行い、日本人 400 人、アメリカ人 392 人が参加

した。

表 2　日本における各種 COR 効果の増加

高能力国 0.78 *** 0.70 *** 0.13
温かい国

0.14
COR 品 　COO 国CRA 国CRA

***0.88 ***0.66 0.44 0.73 **
低能力国 0.50 *** 0.40 *** -0.05 0.00
冷たい国 0.60 *** ***0.53 0.61 p <0.1 0.05

***.  相関係数は 0.1% 水準で有意 (両側 )。**. 相関係数は 1% 水準で有意 (両

側 )。*. 相関係数は 5% 水準で有意 ( 両側 )。p<0.1 相関係数は 10% 水準

で有意 (両側 )。

表 3　アメリカにおける各種 COR 効果の増加

高能力国 0.32 ** 1.12 *** 0.59 *
温かい国

COR 品 　COO 国CRA 国CRA
0.66 **

0.39 ** ***1.01 0.34 0.50 p <0.1
低能力国 0.60 *** 0.82 *** -0.46 p <0.1 -0.04
冷たい国 ***0.42 ***1.07 -0.42 0.06

***.  相関係数は 0.1% 水準で有意 (両側 )。**. 相関係数は 1% 水準で有意 (両

側 )。*. 相関係数は 5% 水準で有意 ( 両側 )。p<0.1 相関係数は 10% 水準

で有意 (両側 )。

1　マニュピレーションチェックのため分散分析を行った結果、４か国は意図通りに設定されている
ことを確認した。
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3.2　更なる仮説設定

相手志向 /製品志向の議論を前提とした日米比較のため、読後の評価データ

のみを用いて各変数の関連を分析し、因果関係を整理する。評価をする国（COR

という）として、Fiske（2002, 2007）によるステレオタイプコンテンツモデ

ルを参考にした一連の COR 効果モデルを考案し、仮説を設定してパス解析 2

（SPSS28.0 および AMOS28.0 statistical package for Windows を用いた日米

多母集団分析）を行った。

H2-8：  相対的に相手志向の日本の消費者は、製品志向のアメリカ人よりも、

高能力国からのポジティブな自国製品の評価によって、相手国の能

力を源泉にした相手国への好意を形成する。また、温かい国からの

ポジティブな自国製品の評価によって、相手国の温かさを源泉にし

た相手国への好意を形成する。【支持】（図 2と表 4、図 3と表 5）

H2-9：  相対的に相手志向の日本の消費者は、製品志向のアメリカ人よりも、

高能力国からのポジティブな自国製品の評価によって、相手国の能

力の高さを背景に自国の能力を源泉にした自国への好意を形成する。

また、温かい国からのポジティブな自国製品の評価によって、相手

国の温かさを背景に自国の温かさを源泉にした自国への好意を形成

する。【*一部支持】

*高能力国評価において差異が認められた（図 2と表 4、図 3と表 5）。

2　モデルは十分な適合度を獲得できなかった。マクロなイメージを持つ国の特性とミクロな特定の
製品の興味にわたる因果関係を簡素なモデルで扱うことは、限界があると考えられ、ここでは概要
の理解を優先した COR 効果の紹介と、ポイントとなる各パス間での比較資料としての扱いとしたい。

103



図 2　高能力国における日米 COR 効果モデル

***.  パス係数は 0.1% 水準で有意 (両側 )。**. パス係数は 1% 水準で有意 (両

側 )。*. パス係数は 5% 水準で有意 ( 両側 )。p<.10 パス係数は 10% 水準

で有意 (両側 )。

表 4　高能力国における日米 COR 効果モデルのパス係数と適合度

Estimates
JP

Paths
US

(n=100) (n=105)
Difference

(JP-US)
Competence (Home country)  --->         0.69 ***         0.34 ***             0.35 ***

 --->Warmth (Home country)         0.35 ***         0.61 ***           -0.26 p <0.1
Competence (Home country)  --->         0.17 *         0.39 ***           -0.22 NS

 --->COO (Home country)

CRA (Home country)
CRA (Home country)
COO (Home country)

        0.31 ***         0.16 *             0.15 NS
 --->         0.54 ***         0.42 ***             0.12 NS
 --->         0.56 ***         0.34 ***             0.22 *
 --->         0.39 ***         0.60 ***           -0.21 NS
 --->         0.34 ***         0.37 ***           -0.03 NS
 --->         0.42 ***         0.42 ***              - NS

Competence (COR)
Competence (COR)
Warmth (COR)
CRA (COR)
Intrinsic interest

Interest for the product
COO (Home country)
CRA (COR)
CRA (COR)
Interest for the product
Interest for the product

Fitness
index

GFICMIN/DF CFI AGFI RMSEA

10.90 0.55 0.59Result(JP) 0.32 0.32
11.42 0.52 0.58Result(US) 0.30 0.32

Note: ***signi cant at p <.001;  **signi cant at p <.01;  *signi cant at p <.05; p <0.1 signi cant at p <0.1; NS  not signi cant at p <0.1
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図 3　温かい国における日米 COR 効果モデル

***.  パス係数は 0.1% 水準で有意 (両側 )。**. パス係数は 1% 水準で有意 (両

側 )。*. パス係数は 5% 水準で有意 ( 両側 )。p<.10 パス係数は 10% 水準

で有意 (両側 )。

表 5　温かい国における日米 COR 効果モデルのパス係数と適合度

Estimates
JP

Paths
US

(n=100) (n=97)
Difference

(JP-US)
Competence (Home country)  --->         0.39 ***         0.27 ***             0.12 NS

 --->Warmth (Home country)         0.62 ***         0.69 ***           -0.07 NS
Competence (Home country)  --->         0.50 ***         0.30 ***             0.20 NS

 --->COO (Home country)

CRA (Home country)
CRA (Home country)
COO (Home country)

        0.41 ***         0.27 ***             0.14 NS
 --->         0.36 ***         0.35 ***             0.01 NS
 --->         0.35 ***         0.52 ***           -0.17 NS
 --->         0.68 ***         0.43 ***             0.25 ***
 --->         0.20 *         0.14 p <0.1             0.06 NS
 --->         0.37 ***         0.57 ***           -0.20 NS

Competence (COR)
Competence (COR)
Warmth (COR)
CRA (COR)
Intrinsic interest

Interest for the product
COO (Home country)
CRA (COR)
CRA (COR)
Interest for the product
Interest for the product

Fitness
index

GFICMIN/DF CFI AGFI RMSEA

6.22 0.69 0.74Result(JP) 0.56 0.23
7.23 0.62 0.66Result(US) 0.43 0.26

Note: ***signi cant at p <.001;  **signi cant at p <.01;  *signi cant at p <.05; p <0.1 signi cant at p <0.1; NS  not signi cant at p <0.1

相手志向の日本人は、製品志向のアメリカ人よりも、能力や温かさを特徴と
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するポジティブな国からの評価によって、それぞれの特徴を源泉として相手国

への好意を形成しやすいことが確認された。一方、自国への好意形成に関して

は、日米において、高能力国評価の状況と異なり、温かい国から自国製品の評

価をしてもらうことが、そのまま自国の温かさを源泉とした好意の形成の差に

は至らなかった。自国に対する温かさに考え方の違いがあるためか、相手志向

/ 製品志向を自国の CRA にそのまま適用するには更なる検討が必要であると思

われる。

4． 研究 3　主観的 /客観的プライミング

本章では、日米の差について掘り下げて背景となる日米消費者の認知的処理

特性を特定し、その要素を操作するプライミングによって日米の差を再現する

といった課題を提示する。

4.1　プライミング開発

相互協調的 /相互独立的自己観が発表された以降、自己をプライミングする

様々な手法（Gardner, et al., 1999； Trafimow, et al., 1991）が発表され

てるが、当研究で検証するような、相対的に相手（評価者）や対象製品を意識

させるものは存在しない。そこで、新たなプライミングを開発するにあたり、

Masuda & Nisbett（2001）の研究（画像 2）を参考にした。

画像 2　泳ぐ魚の動画（Masuda & Nisbett, 2001）
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背景を持ついくつかの画像（画像 3）を被験者に見せ、物理的な背景に限ら

ない状況要素を、あるいは手前の対象物に意識を持たせる指示を行うことで、

被験者を状況対応型、あるいは焦点集中型にプライミングできるのではとの仮

説を置いた。更に被験者には状況を主観的に判断させるように、あるいは状況

を客観的に把握するよう指示することで、評価国の違いにおける日米の差を拡

大 /縮小できるのではないかと考えた。具体的には、被験者に対して、状況対

応型プライミングによって状況を意識・把握させ、一方の被験者には、同じ画

像を用いた焦点集中型プライミングによって目の前のものを意識・把握させる。

そこで、日本人は目の前の直接的な製品だけでなく、その製品を通じたイメー

ジ（観念）において相手（評価者 /売り手 /生産者など）が投影されるという

意味で主観的・想像的（subjective）志向の消費者といえるため、ここで用い

るプライミングをサブジェクティブ（主観的）プライミングとする。一方のア

メリカ人は、相対的に取引の直接目的である製品そのものに関心が及ぶという

意味で客観的・実在的（objective）志向の消費者といえよう。よってこのプ

ライミングをオブジェクティブ（客観的）プライミングと呼ぶ。このプライミ

ングにより、COR 効果における日米各国の特性を拡大 / 縮小することを期待す

る。

画像 3　料理をしている画像の例
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なお、プライミング比較のため、集団的 / 個人的自己を想起する代表的な

Trafimow, et al.(1991) によるプライミングも検証した。今回開発したプライ

ミングでは集団的 /個人的自己での結果と異なり、認知的なグローバル /ロー

カルプロセスを測るナヴォンタスク（Navon, 1977）画像（画像 4）の結果に

違いが生まれた 3 ため、この開発したプライミングで仮説の検証を行った。

画像 4　ナヴォンタスク画像（「F」で構成された「H」）

4.2　仮説と結果

これまでに評価国による自国製品への興味の向上効果に差があることを議論

した。本章では、開発したプライミング手法を用いて、その差を再検証するこ

とを目的とする。

H3:  日米において、主観的プライミングによって、各国評価による自国製品

への興味の差が広がり、客観的プライミングによって、自国製品への興

味の差は収斂される。【支持】

仮説を検証するにあたり、インターネットによるアンケート調査を行い、日

本人 202 人、アメリカ人 174 人が参加した。4 か国をまとめた国産ロボット掃

3　アメリカ人を対象にしたプライミングではχ ²(1)=4.58, p <.05 となり、選択する画像に差が生
じた。日本人において、統計的な差は確認できなかった。
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除機の興味に対する分散のＦ検定の結果、日本における主観的プライミングに

よる興味の分散 VJP_sub =2.18、客観的プライミングでの分散 VJP_ob =1.87、

となり差の傾向（F =1.17, p <0.1）が認められた。また、アメリカにおける

主観的プライミングによる興味の分散 VUS_sub =2.32、客観プライミングでの

分散 VUS_ob =1.96 となり差の傾向（F =1.18, p <0.1）が認められた。

5.　 結論と課題

5.1　結論

本研究では、東洋と西洋の文化比較研究を背景に、日本のメディアで目にす

る COR 効果について分析した。日本人は物事を包括的に、社会的つながりを意

識するために、他国から自国製品が評価されるというコンテクストにおいて、

アメリカ人とは異なる反応があることを主張した。本稿では、評価する国に対

する好ましさの違いについて検証し（研究 1）、相手志向 /製品志向の観点から、

製品への興味の向上効果・COO 向上効果・相手国と自国の CRA 向上効果につい

て議論した（研究 2)。そして、その COR 効果の違いは、日本人がコンテクス

トを主観的に広く範囲を捉えること、アメリカ人は客観的に範囲を絞って捉え

ることにあるとし、主観的 /客観的プライミングを開発してその有効性が確認

（研究 3）された。

本研究は、マーケティングの観点として、既存の COO/CRA と類似した活用が

見込まれると考えている。国のイメージが踏襲された消費者からの好意的な

フィードバックは、セレブリティを活用する宣伝とは異なった、一般的信頼を

寄せる効果が期待されるであろう。現代社会において政策的な差別を生む世界

の分断が危惧される中、COR を用いた相手国との友好な連携による製品の訴求

は、相手国への好意を高め、良好な国際社会風土の形成にも貢献し得ることを

指摘したい。

5.2　今後の研究

本研究において、評価の対象となる国々が G20 という先進国の集まりであっ

たことに留意したい。また当研究では日米消費者に対して、4 か国をそれぞれ

能力の高い国、温かい国等として設定したが、日米両国にとってのある国が全

く同じポジションとして知覚されることはないという限界がある。一方、当研
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究で扱った主観的 /客観的プライミングが確立されれば、評価国以外での活用

も期待される。例えば、廃棄ロスの問題で度々取り上げられる乳製品において、

日本人を主観的な相手志向の消費者と捉えるならば、従来の廃棄される製品の

金額を訴求した方法から、生産者としての酪農家の苦労を訴求させる方法に重

点を置いた方が日本の消費者において有効かもしれないのである。合わせて今

後の研究としたい。
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